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宝くじ販売促進のための緊急対策について

　今回の特集は、AI・RPA 活用による業務効率化が全国的に注目されている中、
山梨県をはじめ、県内自治体等の取り組みについて紹介しました。
　また、年々減少傾向にある宝くじの販売促進を図るため、全国自治宝くじ事務協
議会において決定した緊急対策（令和 2 年度から令和 4 年度の 3 カ年で実施）に
ついて紹介しましたが、市町村にとって貴重な財源となっているサマージャンボ宝く
じ及びハロウィンジャンボ宝くじの販売促進について、引き続き皆様のご理解、ご協
力をお願いいたします。
　最後に、特集をはじめ各コーナー等、本号の発行にあたり、ご多忙の中執筆いた
だいた皆様に心より感謝申し上げます。

編 集 後 記

 Takashi  Ono 
小野 貴史さん

「防災情報伝達手段の多重化・多様化」
の取り組み

 （ 韮崎市 総務課 危機管理担当
    副主査）

　一昨年から防災行政無線のデジタル化を進め、スマートフォンへPUSH配信する防災アプリを開発し
ました。このアプリは、防災行政無線放送を即時に音声と文字で配信が可能です。「いつでも・どこでも・
何度でも」確認することをキャッチフレーズに、各種団体の会議やお祭りなどのイベントで周知してい
ますが、高齢者等には登録が難しい、若い世代は防災意識が低いなどの理由により登録者が増えない
ところが課題でした。
　しかし、昨年の台風19号で県内初の「大雨特別警報」が発表され、本市においても初の「警戒レベル
4避難指示（緊急）」を発令したところ、翌日にはアプリの登録者が急増し、市民の防災への意識が高
まったと考えられます。アプリ登録者は2月25日現在4,235人（市民の約14.5%）です。
　防災意識が高まっている今が好機と捉え、市民全員が素早く正確な情報を受け取ることができるよ
う、ガラケーの方はメールマガジンの登録、携帯電話が無い方は電話聞き直しサービスや戸別受信機
の無償貸与、ホームページやTwitterへの配信など、スマートフォンをお持ちでない方も防災情報を受
け取れる手段を含め、今後も継続して粘り強く周知していきます。
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 富士河口湖町 総務課主任 渡辺　久高
 山 　 梨 　 県  市町村課主任 中澤　敏也
 山梨県町村会 振興課副主査 大森　　充
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市町村振興協会たより

　宝くじの売上が、年々減少傾向にある中、全国自治宝くじ事務協議会において、宝くじ販売促進のための緊急対策を実施
することが決定されました（令和元年12月16日開催、令和元年度第4回全国自治宝くじ事務協議会）ので、その取り組みに
ついて紹介します。
　本協会でも、サマージャンボ宝くじ及びハロウィンジャンボ宝くじの売上確保に向けて、各種ＰＲ活動に努めて参りま
すので、各市町村におかれましても、魅力あるまちづくりのための貴重な財源である宝くじの販売促進に、引き続きご協力
をいただけますようお願いいたします。

1　背景及び課題
　宝くじの売上は、平成17年度の1兆1,000億円をピークとして、中長期的に減少傾向にあります。
　この背景としては、20代、30代といった若年層の購入割合が低下していること、売場の減少に伴い販売機会が減少し
ていること、他の公営競技に比べインターネット販売のシェア率が低いことが挙げられ、また、赤字による売場廃止に伴い、
売上の減少がさらに加速することが懸念されます。
　今後も宝くじによる収益を安定的に確保していくためには、新規の若年層の購入促進による売上の増加や既存顧客を対
象とした売場の売上維持を図る必要があります。
　具体的には、①若年層に対する魅力ある商品の投入、②若年層がアクセスしやすいインターネット販売の充実、③地方を
中心とした売場の廃止による既存顧客の剥落の抑止に取り組む必要があります。
　そこで、インターネット販売の本格的導入という好機を最大限に生かし、令和2年度から令和4年度の3カ年で販売促進の
ための緊急対策が実施されます。

２　「緊急対策」の具体的内容（令和2年度）
（1） 若年層への販売促進策（課題①、②に対応）（所要額　約30億円）
　 　宝くじに対するイメージの向上を図り、新規の若年層を取り込むため、新たなブランディング広告の展開等を行い

ます。
（2） インターネット販売促進策（課題①～③に対応）（所要額　約80億円）
　 　令和4年度までに、平成30年度対比で公式サイト会員登録数を約280万人増の330万人にするとともに、インターネッ

トでの販売額を約950億円増加させることを目標に、顧客還元型のキャンペーン等を実施します。
（3） 売場での販売促進策（課題③に対応）（所要額　約35億円）
　 　１売場当たりの売上額を増加させ、売場の売上減少に歯止めをかけるため店頭限定の各種キャンペーン等を行って

いきます。

３　「緊急対策」の実施に要する財源
　緊急対策の実施により一時的に経費が増加することから、通常経費の枠外で、時限での特別な財源対策を講じる必要があ
り、広報宣伝費等の既存経費の見直しを図ることにより、約 20 億円を削減し、ブランディング広告や当せん金率の引き上げ
に充当します。
　また、時効当せん金が本来顧客に還元されるべき資金であることを踏まえ、前々年度に納付された時効当せん金相当額（令
和 2 年度：約 125 億円）を上限に、当該年度の宝くじ予算における収益（見込）額から減額し、当せん金率の引き上げや
顧客還元を中心としたキャンペーン等に充当します。
　この緊急対策の実施により、平成 30 年度対比で最低でも3カ年累計 1,000 億円の売上増を目指していきます。

サマージャンボ宝くじ 発売期間 7月14日(火) ～ 8月 14日 (金)
ハロウィンジャンボ宝くじ 発売期間 9月23日(水) ～ 10月 20日 (火)令和2年度

ご当地クーちゃん
山梨県
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